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厚生労働省保険局医療課 

 

 

東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震の被災に伴う 

保険診療の取扱いの期間等について 

 

東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震の発生以降、保険診療や診療報酬の取

扱いについては事務連絡で示してきたところであるが、その取扱いと期限等について

は下記の通りとするので、貴管下関係団体への周知徹底を図るようよろしくお願いし

たい。 

なお、「東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震の被災に伴う保険診療の取扱

いの期間等について（平成 24 年 9 月 28 日厚生労働省保険局医療課事務連絡）」は平

成 25 年 3 月 31 日限り廃止する。 

 

記 

 

１ 岩手県、宮城県及び福島県（以下、「被災 3 県」という。）の保険医療機関等につ

いては、平成 25 年 4 月 1 日時点で現に利用している特例措置については、平成 25

年 4 月 30 日までに、平成 25 年 4 月 1 日以降に利用を開始した特例措置について

は、速やかに、「東日本大震災に伴う保険診療の取扱いの利用状況に係る届出書」（以

下、「届出様式」という。）による届出の上、別添の措置を平成 25 年 9 月 30 日まで

延長する。その他の地域の保険医療機関等については、平成25年4月30日までに、

届出様式による届出の上、平成 25 年 4 月 1 日時点で現に利用している措置につい

てのみ、平成 25 年 9 月 30 日まで延長する。 

 



２ 「東日本大震災に伴う厚生労働大臣の定める評価療養及び選定療養第 2 条第 7 号

に規定する別に厚生労働大臣が定める状態等にある者の特例を定める件（平成 25

年厚生労働省告示第 110 号）」で示した 180 日を超える入院について、選定療養の

対象とはしないこととする特例については、平成 25 年 3 月 31 日までの取扱いとな

っていたが、平成 25 年 9 月 30 日までの取扱いにすることを別途告示する。なお、

上記１と同様に、被災 3 県の保険医療機関等については、平成 25 年 4 月 1 日時点

で現に利用している特例措置については、平成 25 年 4 月 30 日までに、平成 25 年

4 月 1 日以降に利用を開始した特例措置については、速やかに、届出様式による届

出の上、別添の措置を、その他の地域の保険医療機関等については、平成 25 年 4

月 30 日までに、届出様式による届出の上、平成 25 年 4 月 1 日時点で現に利用し

ている措置のみ、平成 25 年 9 月 30 日まで延長する。 

 

３ 今後、利用状況等を把握するために、資料等の提出を依頼することを予定してい

るが、詳細については、追って連絡する。 

 

４ 上記の取扱いについては、東日本大震災による被災に伴う医療提供体制の状況等

に鑑み特例的に行うものであり、別添の措置を利用する際には、職員の勤務状況、

健康状態等に配慮するようお願いします。 
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